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2020年 10月 26日 

各  位 

会 社 名 ハイアス・アンド・カンパニー株式会社 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長 川瀬 太志 

 (コード番号：6192 東証第一部) 

問 合 せ 

責 任 者 
執行役員 経営企画室室長 西田 祐 

 (TEL.03-5747-9800) 

 

 

四半期レビュー報告書の限定付結論に関するお知らせ 

 

当社は、第 17 期第１四半期報告書の四半期連結財務諸表について、限定付結論の四半期レビ

ュー報告書を本日受領しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１． 監査およびレビューを実施した監査法人の名称 

監査法人アリア 
 

２． 四半期レビュー報告書の内容 

受領した第 17 期第１四半期報告書に係る四半期レビュー報告書に記載された内容は以下の

とおりです。 

 

限定付結論 

 当監査法人は、金融商品取引法第 193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げら

れているハイアス・アンド・カンパニー株式会社の 2020 年 5月１日から 2021 年４月 30日まで

の連結会計年度の第 1 四半期連結会計期間（2020 年 5 月１日から 2020 年 7 月 31 日まで）及び

第１四半期連結累計期間（2020 年 5 月１日から 2020 年 7 月 31 日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及

び注記について四半期レビューを行った。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、「限定付結論

の根拠」に記載した事項の比較情報及び四半期連結財務諸表に及ぼす可能性のある影響を除き、

我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ハイ

アス・アンド・カンパニー株式会社及び連結子会社の 2020 年７月 31 日現在の財政状態及びに

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせ

る事項が全ての重要な点において認められなかった。 

 

限定付結論の根拠 
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「追加情報」に記載のとおり、会社は、当第 1四半期連結会計期間に株主からの株主代表訴訟

の請求を受けたことを契機として、過年度決算における売上高の架空計上などの疑義に関する

調査を開始し、2020年 8月 31日には第三者委員会を設置し、この不適切会計問題を調査してき

た。2020 年 9月 30日には、2020年 9月 28日付の第三者委員会の中間調査報告書での当該不適

切会計問題に関する指摘を受け、会社は、過年度決算を訂正し、遅延していた 2020年 4月期の

有価証券報告書を提出した。しかし、後述の「その他の事項」で強調するとおり、前連結会計年

度を含む過年度決算に関して、前任監査人の監査意見は、監査意見を表明する前提となる経営者

の誠実性について深刻な疑義を生じさせる事象が存在したことから、意見不表明となった。これ

に対し、会社では、前任監査人の意見不表明の原因となった経営者が 2020 年９月 30 日付で退

任するなどの経営体制の刷新を図っており、経営の信頼を回復するため経営体制やガバナンス

の更なる改革を進めている。 

当監査法人は、前任監査人の指摘を踏まえ、期首残高含めた当連結会計年度の第１四半期の四

半期連結財務諸表についての潜在的な虚偽表示の存否を検討するために、第三者調査委員会の

調査や前任監査人の監査状況を検討の上、追加的手続を実施した。 

当第 1 四半期連結会計期間においては、前任監査人の意見不表明の原因となった経営者が職

務を執行していたため、経営者の誠実性に関する質的に重要性のある監査上の制約が存在した

と考えられるが、2020 年 9月 30日付の経営者の交代により当該制約の解消が図られており、か

つ、経営の信頼を回復するための経営体制やガバナンスの改革も進めており、現時点では、当連

結会計年度の財務諸表に及ぼす可能性のある影響は重要かつ広範ではなくなったと判断してい

る。また、第三者委員会の調査や前任監査人の監査での検討結果を踏まえて、当監査法人で実施

した追加的手続の結果、期首残高含めた当連結会計年度の第１四半期の四半期連結財務諸表に

ついて重要な虚偽表示が発見されなかった。 

当監査法人は、これら検討の結果、期首残高含めた当連結会計年度の第１四半期の四半期連結

財務諸表について、上記の制約に関連する未発見の虚偽表示の影響の広範性はないと判断でき

たが、当四半期の数値と対応数値に及ぼす可能性のある影響があるため、当連結会計年度の第 1

四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表に対して限定付結論を

表明することとした。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結

財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国に

おける職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人と

してのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、限定付結論の表明の基礎となる証

拠を入手したと判断している。 

 

その他の事項 

 会社の 2020 年４月 30 日をもって終了した前連結会計年度の第 1 四半期に係る訂正後の四半

期連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レ

ビュー及び監査が実施されている。前任監査人は、当該訂正後の四半期連結財務諸表に対して

2020 年 9 月 30 日付で結論の不表明としており、また、当該連結財務諸表に対して 2020 年 9 月

30日付で意見不表明としている。前任監査人はこれらの理由として、「会社は、売上高の架空計
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上などの不適切な会計処理が存在する疑義が認識されたことから、第三者委員会による調査を

実施しているが、2020 年 9月 28日付の中間調査報告書において、第三者委員会は、代表取締役

及び財務経理・総務部門を統括する取締役（以下、「財務経理担当取締役」という。）を含む複数

の取締役による不適切な会計処理への関与又は認識があったこと、及び、2020 年 7 月に財務経

理担当取締役がメール保管期限を操作するという当監査法人によるメールデータ保全手続を妨

害したものと評価せざるを得ない行為があったと認定している。これらについては、当監査法人

においても同様に判断しており、それらに加えて、不適切な会計処理が存在する疑義が認識され

た後の監査の過程においても、代表取締役による当監査法人に対する虚偽の説明がなされてい

たと判断している。このことは、監査意見を表明する前提となる、経営者の誠実性について深刻

な疑義を生じさせていることから、当監査法人は、上記の連結財務諸表に何らかの修正が必要か

どうかについて判断することができなかった。」ことを指摘している。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要

と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務

諸表を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場

合には当該事項を開示する責任がある。 

 監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執

行を監視することにある。 

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任 

 監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書におい

て独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半

期レビューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を

実施する。 

 ・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥

当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手

続である。 

 ・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し

て重要な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸

表において、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準

拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、

継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連
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結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定

的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手

した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる

可能性がある。 

 ・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四

半期連結財務諸表の作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとと

もに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結

財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。 

 ・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関す

る証拠を入手する。 

 監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任が

ある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。 

 監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四

半期レビュー上の重要な発見事項について報告を行う。 

 監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する

規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻

害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行

う。 

 

３． 四半期レビュー報告書の受領日 

2020年 10月 26日 

 

４． 今後の対応 

当社は、今回の監査法人の限定付結論に至った事由を重く受け止め、再発防止に向けた取り組

みを行うとともに、第 17 期第２四半期以降の四半期レビューおよび年度監査に協力してまいり

ます。 

 

株主、お取引先を始めとする関係者の皆様には、多大なるご心配とご迷惑をおかけしますこと

を、心より深くお詫び申し上げます。 

 

以上 


